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河川沿いの⾼台まちづくり
優先整備地区選定⼿法の１検討
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公益財団法人 リバーフロント研究所

所属、氏名は、MSPゴシック32Pt

「⾼台まちづくり（＝まちの⾼台化）」のイメージ
⇒⼤規模氾濫発⽣時 命 守    事前防災   対策
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（出典）災害 強 ⾸都 東京 形成    参考資料
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公益財団法人 リバーフロント研究所

「⾼台まちづくり（＝まちの⾼台化）」のイメージ
⇒⼤規模氾濫発⽣時 命 守    事前防災   対策

3

（出典）災害 強 ⾸都 東京 形成    参考資料

【平常時】
良好 都市空間 住環境

【浸⽔時】
緊急避難場所、防災活動拠点
浸⽔区域外避難ルート etc.
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「⾼台まちづくり（＝まちの⾼台化）」のイメージ
⇒⼤規模氾濫発⽣時 命 守    事前防災   対策

4

（出典）東京都⾼潮浸⽔想定区域図（東京都建設局）

江⼾川区地域防災拠点
⼤島⼩松川公園
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公益財団法人 リバーフロント研究所

発表の内容

１．なぜ、まちの高台化が必要か？

２．「高台まちづくり」とは？

３．河川沿いのどこで「高台まちづくり」を行うか？

5

⽔災害の激甚化 広域避難の課題

⾸都「東京」形成ビジョン 流域治⽔  関係

優先整備地区選定 試⾏

公益財団法人 リバーフロント研究所

１．なぜ、まちの高台化が必要か？
■⽔災害の激甚化  発⽣頻度 被害   増加    

6
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公益財団法人 リバーフロント研究所

１．なぜ、まちの高台化が必要か？

7

（出典）国⼟交通省HP  流域治⽔ 基本的 考 ⽅ 

■⽔災害の激甚化  経年的  ⾬量 増加    
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１．なぜ、まちの高台化が必要か？
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（出典） 気候変動 踏   治⽔計画   ⽅ 提⾔（令和３年４⽉改訂）概要版

○今後 気候変動 影響    河川整備 ⽬標     降⾬
量 約1.1 1.3倍 増⼤ 洪⽔ 発⽣頻度 ２ ４倍   
 予測   ⽔害 更  頻発化 激甚化 懸念      

＜参考＞降⾬量変化倍率    算出   流量変化倍率 洪⽔発⽣頻度 変化 ⼀級⽔系    全国平均値

■⽔災害の激甚化  今後 ⾬量 流量 頻度 更 増加  
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公益財団法人 リバーフロント研究所

１．なぜ、まちの高台化が必要か？

■⽔災害の激甚化  ゼロメートル地帯の浸⽔リスクも増加する

9

近畿圏 中部圏 ⾸都圏
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⾼
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分
図

（出典）標⾼区分図 国⼟地理院  標⾼区分図 
（出典）      地帯 ⾯積 ⼈⼝       地帯 ⾼潮対策検討会 第１回検討会（H17/10）資料４

※      地帯 海⽔⾯  標⾼ 低    

ゼロメートル地帯
⾯積 124km2

⼈⼝ 138万⼈

ゼロメートル地帯
⾯積 336km2

⼈⼝ 90万⼈

ゼロメートル地帯
⾯積 116km2

⼈⼝ 176万⼈
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１．なぜ、まちの高台化が必要か？

■⽔災害の激甚化  ゼロメートル地帯の浸⽔リスクも増加する
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近畿圏 中部圏 ⾸都圏
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0.5m未満の区域

0.5m～ 3.0m未満の区域

3.0m～ 5.0m未満の区域

5.0m～10.0m未満の区域

10.0m～ 5.0m未満の区域

20.0m以上の区域

市町村界

河川等範囲

浸水想定区域の指定の対象となる
洪水予報河川及び水位周知河川

最大浸水深

0.5m未満の区域

0.5m～ 3.0m未満の区域

3.0m～ 5.0m未満の区域

5.0m～10.0m未満の区域

市町村界

河川等範囲

浸水想定区域の指定の対象
となる洪水予報河川

浸水した場合に想定される浸水深
（ランク別）

淀川水系 木曽川水系 荒川水系

（出典）各河川事務所HP「洪⽔浸⽔想定区域図」
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公益財団法人 リバーフロント研究所

１．なぜ、まちの高台化が必要か？

■⽔災害の激甚化  ゼロメートル地帯の浸⽔リスクも増加する
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近畿圏 中部圏 ⾸都圏
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3日～1週間未満の区域

1週間～2週間未満の区域

2週間以上の区域

市町村界

河川等範囲

浸水想定区域の指定の対象とな
る洪水予報河川

浸水継続時間
（ランク別）

1日～3日未満の区域

12時間～1日未満の区域

12時間未満の区域

～168時間（1週間）

～336時間（2週間）

～672時間（4週間）

市町村界

河川等範囲

浸水想定区域の指定の対象となる洪水予
報河川と水位周知河川

浸水継続時間

～72時間（3日間）

～24時間（1日間）

～12時間

淀川水系 木曽川水系 荒川水系

（出典）各河川事務所HP「洪⽔浸⽔想定区域図」
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１．なぜ、まちの高台化が必要か？

■⽔災害の激甚化  浸⽔         異       

12

⇒浸⽔リスクは「他⼈事」から「⾃分事」「現実味」へ

（出典）国⼟交通省荒川下流河川事務所公表動画 荒川氾濫 
荒川氾濫時 北千住駅付近 浸⽔    淀川氾濫時 ⼤阪駅付近 浸⽔    

（出典）国⼟交通省淀川河川事務所公表動画
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公益財団法人 リバーフロント研究所

１．なぜ、まちの高台化が必要か？
■広域避難の課題  「江東5区広域避難計画」を策定・公表 H30.8

13
（出典）江東５区広域避難推進協議会「江東５区広域避難計画」

公益財団法人 リバーフロント研究所

１．なぜ、まちの高台化が必要か？

14
（出典）江東５区広域避難推進協議会「江東５区広域避難計画」

■広域避難の課題  「江東5区広域避難計画」を策定・公表 H30.8
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公益財団法人 リバーフロント研究所

１．なぜ、まちの高台化が必要か？
■広域避難の課題   令和元年東⽇本台⾵  課題 顕在化

15

令和元年東⽇本台⾵（台⾵19号） 顕在化  広域避難 課題
  広範囲 住⺠避難 発⽣
  他⾃治体の避難所等を広域避難先として使⽤することは困難
  広域での被災が予想
  事前に安全な広域避難先として、特定の地域や⾃治体を⽰すことは困難
  急激な気象変化や公共交通機関の早期計画運休
  遠⽅への広域避難は現実的ではない

72時間前 共同検討開始
（３⽇前）
48時間前 ⾃主的広域避難情報を発表
（2⽇前）
24時間前 広域避難勧告 発令
（1⽇前）
9時間前 域内垂直避難指⽰（緊急） 発令

氾濫発⽣

江東５区 発令  避難情報

（出典） 江東5区⼤規模⽔害広域避難計画          江東５区⼤規模⽔害        及  第１回⾼台     推進⽅策検討         資料-3 

公益財団法人 リバーフロント研究所

広域避難について江東５区⻑   共同    (令和元年12⽉20⽇)

１．なぜ、まちの高台化が必要か？
■広域避難の課題   令和元年東⽇本台⾵  課題 顕在化
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今回の台⾵第１９号を受け、広域避難の実施については様々な課題が明らかに
なりました。
主なものとしては次のとおりです。
１．台⾵予報及 ⾬量予測 広域避難 発令基準   
２．公共交通機関の早期計画運休の定着による移動⼿段の確保の問題
３．広域での被災が予測される場合の避難先を⽰すことの難しさ

広域避難を実施するには、多くの課題があることを確認しました。そのため、今後、国
や都の検討会等の動きと連動しながら、時間    広域避難   ⽅ 議論しつつ、
並⾏  各区    垂直避難     検討 深  ことにしました。
また、広域避難に⾄らないレベルの⾵⽔害や地震災害等についても幅広く連携してい

くことも確認しました。
５区⻑  区⺠ 住⺠ ⽣命 守    第⼀    実効性のある避難の検討を

進めていきます。
（出典）災害 強 ⾸都 東京 形成    参考資料
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公益財団法人 リバーフロント研究所

１．なぜ、まちの高台化が必要か？

■広域避難の課題  実効性のある垂直避難場所の確保へ

17

⇒広域の⽔平避難の限界、垂直避難できる場所の確保が喫緊の課題へ。
⇒⼈命を守るために必要な⾼台避難等の対応策の必要性 再認識 

（出典）国⼟交通省荒川下流河川事務所 台⾵19号による荒川の出⽔状況」
令和元年東⽇本台⾵（台⾵19号）時 荒川 様⼦

公益財団法人 リバーフロント研究所

発表の内容

１．なぜ、まちの高台化が必要か？

２．「高台まちづくり」とは？

３．河川沿いのどこで「高台まちづくり」を行うか？

18

⽔災害の激甚化 広域避難の課題

⾸都「東京」形成ビジョン 流域治⽔  関係

優先整備地区選定 試⾏
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公益財団法人 リバーフロント研究所

⾸都「東京」形成ビジョンにおける⽔害対策の基本的な考え⽅

２．「高台まちづくり」とは？
■⾸都「東京」形成ビジョン  「⾼台まちづくりの推進」が打ち出された

19

○ 気候変動等を踏まえ、治⽔施設等の整備を加速化
○ 建築物の上層階での避難スペースの確保、公園の⾼台化、⾼規格堤防の整備等

により⾼台の拠点を確保
○ ⾼台の拠点を 想定   浸⽔深   ⾼ 位置   道路 通路等 線的・⾯

的につなぐ
○ これらにより、命の安全・最低限の避難⽣活⽔準を確保し、さらには浸⽔区域外

への避難を可能とする「⾼台まちづくり」を推進
○ また「⾼台まちづくり」は、災害時だけでなく平時においても地域の賑わい空間として

機能を発揮
○ ⾼台まちづくりや排⽔対策により、広域避難（垂直避難の活⽤を含む）の実効

性を向上

⇒⽔災害 激甚化 令和元年東⽇本台⾵ 顕在化  広域避難 課
題等を踏まえ、国と東京都が連携し防災まちづくりを推進するため、「災
害に強い⾸都「東京」形成ビジョン  策定 （令和2年12⽉）

（出典）災害 強 ⾸都 東京 形成    参考資料

公益財団法人 リバーフロント研究所

２．「高台まちづくり」とは？
■⾸都「東京」形成ビジョン  ３つの整備⼿法が⽰された
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⾸都「東京」形成ビジョンにおける⾼台まちづくりの３つの整備⼿法
（出典）災害 強 ⾸都 東京 形成    参考資料
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公益財団法人 リバーフロント研究所

２．「高台まちづくり」とは？
■⾸都「東京」形成ビジョン  ３つの整備⼿法が⽰された

21

⼀級河川

都道府県 橋梁

中⼩河川 ⼀級河川

<⾼台まちづくりの３つの整備⼿法>
 建築物同⼠    浸⽔   歩道橋 道路 整備、学校・公共施

設等での避難スペースの整備・確保
 ⾼台公園の整備
 ⾼規格堤防、スーパー堤防等を連携した⾼台整備

⇒平常時 賑     空間 公園 良好 都市空間・住環境を提供。
⇒浸⽔時には緊急的な避難場所や救出等の活動拠点として機能。
⇒⾼台公園 ⾼規格堤防 上⾯   道路 連続盛⼟等 通  浸⽔区域外  

移動も可能。

（出典）国⼟交通省関東地⽅整備局        地帯 進  流域治⽔『⾼台まちづくり』」

公益財団法人 リバーフロント研究所

２．「高台まちづくり」とは？
■流域治⽔  関係  ⾼台まちづくりは低平地対策の１メニュー

22

（出典）国⼟交通省⽔管理 国⼟保全局  流域治⽔  基本的 考 ⽅
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公益財団法人 リバーフロント研究所

発表の内容

１．なぜ、まちの高台化が必要か？

２．「高台まちづくり」とは？

３．河川沿いのどこで「高台まちづくり」を行うか？

23

⽔災害の激甚化 広域避難の課題

⾸都「東京」形成ビジョン 流域治⽔  関係

優先整備地区選定 試⾏

公益財団法人 リバーフロント研究所

３．河川沿いのどこで「高台まちづくり」を行うか？

■優先整備地区選定 試⾏  避難⾼台整備 優先度 考 ⽅

24

評価の視点 考え⽅
①浸⽔リスクが⾼

    近隣 避
難可能な⾼台地
が無いエリアであ
ること
【⼀次評価】

・既存避難⾼台の有無より「既存避難⾼台避難困難区域」か否か
・⾼潮・洪⽔ハザードマップに基づく浸⽔リスクの⾼さ「浸⽔深」
 氾濫時 家屋倒壊危険度 基  「家屋倒壊危険地区の割合」
 ⼾建 低層共同住宅世帯数 基  「避難圏 避難世帯密度」
・防災上の要配慮施設の有無に基づく「防災重要施設 量」
⇒5つの評価指標の評点を設定、河川沿いの町丁⽬単位で評価

②地域・社会特性
を踏まえること

【⼆次評価】

上記①で選定された優先すべきエリアを対象に、
 種地 有無（⼤規模⾮建蔽地 公園 古 市営住宅等）
・再開発の実現可能性の観点から「中⾼層建築物の少なさ」と「建築需

要が⾼いと予想される駅近の場所」
・「地元要請等の過去の検討経緯」
⇒4つの定性的評価指標に基づき絞り込み

③避難⼈⼝に基づ
く⾼台必要⾯積
が確保できること
【三次評価】

・上記①の対象エリアにおける要避難⼈⼝及び垂直避難が可能な⼈⼝を
把握することにより、⾼台に避難する⼈⼝を算出。

・その⼈⼝の受け⼊れに必要となる⾼台⾯積を算出
⇒上記②と必要⾯積を踏まえ⾼台化する地区を定める
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公益財団法人 リバーフロント研究所 25

３．河川沿いのどこで「高台まちづくり」を行うか？

■優先整備地区選定 試⾏  避難⾼台整備 優先度 考 ⽅
避難⼈⼝からの⾼台必要⾯積算定⽔害リスクと地域・社会特性からの地区選定

【⼆次評価】
地域・社会特性からみた候補地選定
 種地 有無（⼤規模空地 公園 古 市営住宅）
・中⾼層建築物が少ない
 駅近 場所（開発 容易 ）
・過去の検討経緯（地元の要請等）

【三次評価】
⾼台避難地必要⾯積算出
・⼀時避難⽤建物延床⾯積と敷地⾯積
・収容避難シェルター設置⽤公園緑地⾯積

垂直避難⼈⼝計算
・避難ビルリストアップ
・収容可能⼈⼝算出
（⼀時避難にのみ対応）

⾼台避難⼈⼝算出
・⼀時避難⼈⼝（24時間）
・収容避難⼈⼝（２⽇⽬から）

関係⾃治体
調整・協議

河川沿いの⾼台まちづくりの優先整備地区選定

【⼀次評価】
⽔害リスクからみた候補エリア選定
・既存避難⾼台避難困難区域
・浸⽔深（⾼潮・洪⽔重ね合わせ最⼤値）
・家屋倒壊危険地区の割合
 避難圏 避難世帯密度
 防災重要施設 量

要避難⼈⼝算出
・個所別浸⽔深
 要避難住宅判定
・要避難者数算出

（⼀時避難⼈数）
（⻑期避難⼈数）

⾼台まちづくりの優先整備地区選定のフロー

公益財団法人 リバーフロント研究所

■優先整備地区選定 試⾏  淀川    ⼀次評価 試⾏

26

３．河川沿いのどこで「高台まちづくり」を行うか？

＜関⻄圏  取組＞
⇒ ⼤阪⼤規模都市⽔害対策検討会  設⽴ （平成27年3⽉）
⇒⼤阪市域の浸⽔想定と被害想定を踏まえた「⼤阪⼤規模都市⽔害

対策        公表 （平成30年3⽉）
⇒         避難   ⽅ 検討 必要性 災害時危機管理⾏

動 留意点等 ⽰   。
⇒今後、広域的な⽔防災避難計画の検討へ。

⼤阪平野 流  淀川下流部 対象 ⼀次評価 試⾏検討
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公益財団法人 リバーフロント研究所

■優先整備地区選定 試⾏  公開情報（データ）での検討

27

３．河川沿いのどこで「高台まちづくり」を行うか？

１）基盤地図情報（国⼟地理院）
⽔域 鉄道 道路 建物 数値標⾼   （5m    標⾼）

２）国⼟数値情報（国⼟地理院）
終末処理場 浄⽔場 医療施設（病院） 学校 鉄道駅

３）H27 国勢調査（総務省統計局 e-Stat)
町字界地図図形 町字別⼾建及 低層集合住宅居住世帯数

４）浸⽔深（⼤阪市）
浸⽔深地図（淀川、⼤阪湾⾼潮等）

５）河川関連情報（国⼟交通省近畿地⽅整備局淀川河川事務所）
家屋倒壊等氾濫想定区域 ⾼規格堤防整備済地区 
⾼規格堤防整備検討地区

検討（⼀次評価）に⽤いた公開データ

⇒⾼台      全国  展開 念頭 、浸⽔リスクの⾼い全国の河川
流域 適⽤     、公開情報に基づいて優先エリアを選定。

公益財団法人 リバーフロント研究所

■優先整備地区選定 試⾏  ⼤阪平野 標⾼地形図 検討範囲

28

３．河川沿いのどこで「高台まちづくり」を行うか？

⼤阪平野の標⾼地形図と検討範囲（⾚枠）
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公益財団法人 リバーフロント研究所

■優先整備地区選定 試⾏  ⼀次評価の対象とした町丁⽬

29

３．河川沿いのどこで「高台まちづくり」を行うか？

検討範囲における河川沿いの⼀次評価対象とする町丁⽬

公益財団法人 リバーフロント研究所

■優先整備地区選定 試⾏  ①既存⾼台への避難困難性評価

30

３．河川沿いのどこで「高台まちづくり」を行うか？

既存⾼台への避難困難性の評価図
※2㎞圏 設定   防災公園 計画 設計 管理運営      改訂第2版」10）において、広域避難地の

機能を有する都市公園の配置基準は「おおむね2km圏域に1箇所」であることを根拠としている。

※川岸2km圏 
川岸  内陸側 2kmの地点を包絡した範囲

※⾼台2km圏 
標⾼の⾼い既存⾼台まで2km以内の範囲
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公益財団法人 リバーフロント研究所

■優先整備地区選定 試⾏  ②浸⽔深からの評価

31

３．河川沿いのどこで「高台まちづくり」を行うか？

河川・⾼潮等による浸⽔深地図の重ね合わせ図

公益財団法人 リバーフロント研究所

■優先整備地区選定 試⾏  ③家屋倒壊危険地区からの評価

32

３．河川沿いのどこで「高台まちづくり」を行うか？

家屋倒壊危険地区の重ね合わせ図
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公益財団法人 リバーフロント研究所

■優先整備地区選定 試⾏  ④避難世帯 量   評価

33

３．河川沿いのどこで「高台まちづくり」を行うか？

避難圏 避難世帯数 密度重 合  図

公益財団法人 リバーフロント研究所

■優先整備地区選定 試⾏  ⑤防災上配慮   施設量   評価

34

３．河川沿いのどこで「高台まちづくり」を行うか？

防災上配慮すべき重要拠点の位置図
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公益財団法人 リバーフロント研究所

■優先整備地区選定 試⾏  町丁⽬単位での⽔害リスク総合評価

35

３．河川沿いのどこで「高台まちづくり」を行うか？

⇒5つの評価指標について以下の評点を設定。
⇒河川沿いの町丁⽬単位で⽔害リスクの⾼さを総合評価。

評価指標 評価基準 評点

① 既存⾼台への避難困難性 地区の過半が既存の⾼台避難地から2km以上かどうか 2km以上＝1
2km未満＝0

② 浸⽔リスク 地区の過半を占める浸⽔深ランク 3m以上＝1
3m未満＝0

③ 家屋倒壊危険度 地区 河川 境界線 ⼤半 家屋倒壊等氾濫想定区域内
かどうか

区域内＝1
区域外＝0

④ 避難圏の避難世帯数 当該地  2km圏内 ⼾建 低層共同住宅居住世帯数密
度  20世帯/ha 以上 町丁⽬数

30以上＝2
15 29＝1
14未満＝0

⑤ 防災上配慮すべき重要施
設 量 学校 病院 浄⽔場 終末処理場 数 有り＝1

無し＝0

各評価指標で設定した評点

公益財団法人 リバーフロント研究所

■優先整備地区選定 試⾏  評点の合計から優先エリア選定

36

３．河川沿いのどこで「高台まちづくり」を行うか？

⽔害リスク軽減の観点からの優先整備地区の総合評価の結果（⼀次評価）
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公益財団法人 リバーフロント研究所

発表のまとめ

１．なぜ、まちの高台化が必要か？

２．「高台まちづくり」とは？

３．河川沿いのどこで「高台まちづくり」を行うか？

37

気候変動   近年 ⽔災害 激甚化  低平地 浸⽔         異
なるステージへ押し上げ、まちの⾼台化でしか命を守れない地域を⽣んでいる。
令和元年東⽇本台⾵  広域 ⽔平避難 限界 露呈  ⼈命 守    
実効性ある垂直避難（＝⾼台避難地）の必要性を突き付けた。

命の安全・最低限の避難⽣活⽔準を確保し、さらには浸⽔区域外への避難を
可能とする事前防災ハード対策である。

甚⼤ 浸⽔被害 ⽣  低平地  流域治⽔ 有効 対策        

⽔害リスク軽減と地域・社会特性、また避難⼈⼝からの⾼台必要⾯積の算定
    河川沿  ⾼台      優先整備地区 選定⼿法 ⼀例 ⽰   

公益財団法人 リバーフロント研究所

■⾼台まちづくりの全国展開に向けて取組む課題は多々ある

38

おわりに

■謝辞

●⾼台      優先的 事業箇所選定⽅法 確⽴
●事業実施体制⾯の強化
●事業実施 根拠   法令 通達   制度⾯ 強化
●それに付随した財政⽀援の強化
●地元合意形成に向けた普及啓発の強化

⇒リバーフロント研究所は、これら課題の解決に貢献していきます。

国⼟交通省⽔管理 国⼟保全局治⽔課 近畿地⽅整備局河
川部河川計画課、関東地⽅整備局河川部河川計画課の関係す
 ⽅々   多⼤   協⼒  指導 頂    。
ここに厚く御礼申し上げます。
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公益財団法人 リバーフロント研究所 39

ご清聴ありがとうございました
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